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ＴＰＰ（環太平洋連携協定）への私見。

　昨年10月、菅首相は突然、ＴＰＰへの日本の参加を検討すると発言し、参議院議員選挙前の消費税の10％増税の表明と同じような唐突な提案で驚いた。
　この背景には11月のＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）会議の議長国として、何らかの具体的提案を行ない存在感を高めたいとの思惑があったのではないか。一方、ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６から排除される危機感を強めた米国が、2006年にスタートしてそれまでは問題にもされなかった、ブルネイ、シンガポール、ニュジーランド、チリの小国の集まりのＴＰＰを足場に、将来発展するアジアへの橋頭堡を構築するためにＴＰＰへの参加を2009年のＡＰＥＣ会議でオバマ大統領が参加表明したことがある。米国は発展するアジア太平洋市場への参入が、米国の死命を制するとの考えで、自らをアジア太平洋の一員として、今後5年間で対アジア貿易を2倍に拡大し、雇用を200万人拡大する戦略を打ち出している。ＡＰＥＣは21か国・地域で構成されるＦＴＡＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）の構築を志向しており、議長国の日本が中心となり昨秋の横浜のＡＰＥＣ会議で検討、審議することになっていたはずである。それをＦＴＡＡＰ議論はそこそこに、日本もＴＰＰに参加を性急に検討し始めている。国内的には「平成の開国」と嘯き、ＴＰＰに乗り遅れると日本は不利になる。経団連を中心とする経済団体、それに便乗したマスメデイアがＴＰＰに参加すべし、韓国に遅れるなと、一面的で煽動的とも見える報道を流し続けている。ＴＰＰに非ずば人にあらずのごとき情宣、喧伝をしている。
　果たして、ＴＰＰへの参加はそれほど日本の国益に資するのであろうか。筆者は過去33年間商社に勤務、20年の海外駐在中、70数カ国を歴訪し、国際マーケテイングに永年従事した。その後、20年間、大学でグローバルビジネスの研究、教育に携わっている。50数年に及ぶグローバルマーケテイングの経験に照らし、今回の菅政権の性急なＴＰＰ参加論議は多くの問題を内包しており、慎重に検討を行なわないと悔いを千載に残すことになるのではないかと危惧している。複雑な農業問題を有する日本が、例外を認めない全面自由化を標榜するＴＰＰ参加について6月までに性急に結論を出すことは問題である。

　巨大製造業を中心とする経団連の後押しで、国の根幹をなす農業を犠牲にすることは、今でさえ、荒廃しつつある農漁村、山間地をさらに疲弊させ、取り返しのつかない事態を齎すのではないか。一説によるとＴＰＰに参加する事で、日本の食糧自給率は40％から14%に激減すると試算されている。昨今の異常気象で、農産物生産減少、価格高騰、さらには健康上も疑念がある遺伝子組み換えの大豆、とうもろこしを初めとする食料、飼料の人体への影響が問題化しつつある。安全な食料、食品の確保と、将来の食糧不足に備えて、まずは国内の自給率を高める政策を菅政権は確立することが先決ではないか。この観点から日本としては、まずアジアでのＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６にＦＴＡ，ＥＰＡを拡大し東アジア自由貿易圏形成に全力を投入すべきである。　（参照『ＴＰＰ反対の大義』農文協2011年1月、谷口　誠「米国のＴＰＰ戦略と東アジア共同体」“世界”11年3月号）　
